
北海道 

山正水産に対する食品表示法に基づく指示について 
 

令和８年（2026年）７月６日 

環境生活部くらし安全局消費生活課 
 

北海道は、洞爺湖町の水産物卸売業者 山正水産が道外の卸売業者に販売した生

鮮水産物について、食品表示法第４条第１項の規定に基づき定められた食品表示

基準（以下「基準」という。）に違反する表示を行っていたことを確認しました。 

このため、令和８年(2026年)６月30日付けで、食品表示法第６条第１項の規定に

基づく指示を行いましたので、同法第７条の規定に基づき、この旨を公表します。 

 
１ 事業者の概要 

名 称 山正水産（個人事業者） 

代表者      山内 礼生 

所在地  虻田郡洞爺湖町入江251番地13 

業務内容      水産物卸売業 

（注）同名の別会社と間違えないよう会社所在地なども確認してください。 
 
２ 事実関係 

（１）対象商品 

生鮮水産物（オオズワイガニ） 

（２）対象表示 

上記対象商品を道外に所在する卸売業者に販売するに当たって、その「名称」につ

いて、送り状や容器包装に、「ズワイガニ」であることを示す「活ズワイ」、「活ズワイ

黒子」、「活ズワイメス」、「活ズワイ黒」、「活ズワイ（メス）」、「活ズワイ（黒子）」又

は「外子」と表示。 

（３）販売期間  

少なくとも令和７年(2025年)２月27日から同年11月13日まで 

（４）販売数量 

少なくとも合計6,510kg 

 

３ 法令の適用 

山正水産が行った行為は、基準第18条第１項の表の「名称」の項の規定に違反するもの

です。 
 
４ 指示の内容等 

（１）山正水産が販売するすべての食品について、直ちに表示の点検を行い、不適正な表

示の食品については、速やかに、基準の規定に従って、適正な表示に是正した上で販

売すること。  

 

（２）山正水産が販売していた食品について、基準の規定に従った表示がされていなかっ

た主な原因として、消費者に対し正しい表示を行うという意識及び食品表示制度に対



する認識の欠如、並びに表示内容の確認及び管理体制の不備があると考えられること

から、これらを含めた原因の究明及び分析を徹底すること。 

 

（３）（２）の結果を踏まえ、食品表示に関する責任の所在を明確にするとともに、食品表

示の相互チェック体制の強化、拡充その他の再発防止対策を適切に実施すること。こ

れにより、今後販売する食品について、基準に違反する不適切な表示を行わないこ

と。 

 

（４）全ての従業員に対して、食品表示制度についての啓発を行い、その遵守を徹底する

こと。 

 

（５）（１）から（４）までに基づき講じた措置について、報告書にとりまとめ、令和８年

７月30日までに北海道知事に報告すること。 

 

 

 
【参考】食品表示法に基づく行政措置の実施状況 (件) 
 

年 度 措置命令 指 示 指 導 

令和３年度 0 0 38 

令和４年度 0 0 58 

令和５年度 0 0 48 

令和６年度 0 1 25 

令和７年度 0 0 28 

 

 

 

問い合わせ先 

環境生活部くらし安全局消費生活課 

表示適正化係 

電話：011-231-4111（代表）（内線 24-515） 

011-204-5216（直通） 



関係法令抜粋 
 

●食品表示法（平成 25 年法律第 70 号） 

 
（食品表示基準の策定等） 

第４条 内閣総理大臣は、内閣府令で、食品及び食品関連事業者等の区分ごとに、次に掲げる事項のうち

当該区分に属する食品を消費者が安全に摂取し、及び自主的かつ合理的に選択するために必要と認めら

れる事項を内容とする販売の用に供する食品に関する表示の基準を定めなければならない。 

一 名称、アレルゲン（食物アレルギーの原因となる物質をいう。第６条第８項及び第 11 条において

同じ。）、保存の方法、消費期限（食品を摂取する際の安全性の判断に資する期限をいう。第六条第八

項及び第 11 条において同じ。）、原材料、添加物、栄養成分の量及び熱量、原産地その他食品関連事

業者等が食品の販売をする際に表示されるべき事項 

二 表示の方法その他前号に掲げる事項を表示する際に食品関連事業者等が遵守すべき事項 

２～６ 〔略〕 

 

（食品表示基準の遵守） 

第５条 食品関連事業者等は、食品表示基準に従った表示がされていない食品の販売をしてはならない。 

 

（指示等） 

第６条 食品表示基準に定められた第４条第１項第一号に掲げる事項（以下「表示事項」という。）が表

示されていない食品（酒類を除く。以下この項において同じ。）の販売をし、又は販売の用に供する食

品に関して表示事項を表示する際に食品表示基準に定められた同条第１項第二号に掲げる事項（以下

「遵守事項」という。）を遵守しない食品関連事業者があるときは、内閣総理大臣又は農林水産大臣（内

閣府令・農林水産省令で定める表示事項が表示されず、又は内閣府令・農林水産省令で定める遵守事項

を遵守しない場合にあっては、内閣総理大臣）は、当該食品関連事業者に対し、表示事項を表示し、又

は遵守事項を遵守すべき旨の指示をすることができる。 

２～８ 〔略〕 

 

（公表） 

第７条 内閣総理大臣、農林水産大臣又は財務大臣は、前条の規定による指示又は命令をしたときは、そ

の旨を公表しなければならない。 

 

（権限の委任等） 

第 15条  

１～３ 〔略〕 

４ この法律に規定する農林水産大臣の権限に属する事務の一部は、政令で定めるところにより、都道府

県知事又は地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）第 252 条の 19第１項の指定都市の長が行うこととす

ることができる。 

５ 〔略〕 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

●食品表示法第十五条の規定による権限の委任等に関する政令（平成 27 年政令第 68 号） 
 

（都道府県又は指定都市が処理する農林水産大臣の権限に属する事務） 

第５条 法に規定する農林水産大臣の権限に属する事務のうち、次の各号に掲げるものは、当該各号に定

める者が行うこととする。ただし、第二号から第五号までに掲げる事務（第二号から第四号までに掲げ

る事務にあっては、法第６条の規定の施行に関し必要と認められる場合におけるものに限る。）につい

ては、農林水産大臣が自ら行うことを妨げない。 

一 法第６条第１項の規定による指示及び当該指示に係る法第７条の規定による公表（いずれも食

品関連事業者であって、その主たる事務所及び事業所が一の都道府県の区域内のみにあるものに

関するものに限る。）に関する事務 次のイ又はロに掲げる食品関連事業者の区分に応じ、当該イ

又はロに定める者 

イ 食品関連事業者であって、その主たる事務所及び事業所が一の都道府県の区域内のみにあ

るもの（ロに規定する指定都市内食品関連事業者を除く。以下この条及び次条において「都道

府県内食品関連事業者」という。） 当該都道府県の知事 

ロ 〔略〕 

  二～五 〔略〕 

２～８ 〔略〕 

 

 

●食品表示基準（平成 27 年内閣府令第 10 号） 

 
（横断的義務表示） 

第１８条 食品関連事業者が生鮮食品（業務用生鮮食品を除く。以下この節において「一般用生鮮食品」

という。）を販売する際（設備を設けて飲食させる場合又は容器包装に入れないで､かつ､生産した場所

で販売する場合若しくは不特定若しくは多数の者に対して譲渡（販売を除く。）する場合を除く。）には､

次の表の上欄に掲げる表示事項が同表の下欄に定める表示の方法に従い表示されなければならない。 

名称 その内容を表す一般的な名称を表示する。〔略〕 

原産地 〔略〕 

 

２ 〔略〕  

 

（表示の方式等） 

第２２条 第１８条、第１９条及び前条に掲げる事項の表示は、次の各号に定めるところによりされなけ

ればならない。  

一 邦文をもって、当該食品を一般に購入し、又は使用する者が読みやすく、理解しやすいような用語

により正確に行う。 

二 容器包装に入れられた生鮮食品にあっては、容器包装（容器包装が小売のために包装されている場

合は、当該包装）を開かないでも容易に見ることができるように当該容器包装の見やすい箇所に表示

する。〔略〕  

三 容器包装に入れられていない生鮮食品にあっては、製品に近接した掲示その他の見やすい場所に

表示する。  

四～九 〔略〕  

２ 前項第二号及び第三号の規定にかかわらず、消費者に対して販売する事業者以外の事業者にあって

は、送り状又は納品書等に表示することができる。 

 


